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国 官 技 第 70 号

国 営 技 第 30 号

平成 13 年３月 30 日

大 臣 官 房 技 術 調 査 課 長

大臣官房営繕技術管理室長

施工体制台帳に係る書類の提出に関する実施要領

１． 目 的

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び建設業法に基づく適正な施工体

制の確保等を図るため、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、施工体制台帳を

整備すること等により、的確に建設工事の施工体制の把握するとともに、請負者の施工体制

について、発注者が必要と認めた事項について提出させ、発注者においても的確に施工体制

を把握することを目的とする。

２． 対象工事

工事を施工するために、締結した下請契約の代金の額 （当該下請が二以上あるときは、

それらの請負代金の総額）が 3,000 万円（建築一式工事においては 4,500 万円）以上になる

工事。

３． 記載すべき内容

(1) 建設業法第二十四条の七第一項及び建設業法施行規則第十四条の二に掲げる事項

(2) 安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者名

(3) 監理技術者、主任技術者（下請負を含む）及び元請負の専門技術者（専任している場

合のみ）の顔写真

(4) 一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期

（注１） 提出様式は、別紙様式を参考とする。

（注２） 施工体制台帳の作成方法等は「施工体制台帳の作成等について」（平成 13 年３

月 30 日付け国総建第 84 号） を参考とする。

４． 提出手続き

主任監督員は、受注者に対し、施工体制台帳等を作成後、施工体制台帳に係る書類を、

工事着手までに提出させるものとする。また、施工体制に変更が生じる場合は、そのつど、

提出させるものとする。

５． 提出根拠

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第 13 条

・土木工事共通仕様書 第１編共通編 「１－１－ 10 施工体制台帳」

６． 適 用

この要領は、 平成 13 年４月１日以降に発注する工事に適用する。



国 コ 企 第 ３ 号

平成１３年 ３月３０日

大臣官房技術調査課

建設コスト管理企画室長

施工体制台帳に係る書類の提出に関する実施要領の改正に伴う追加措置について

特記仕様書記載例

【施工体制台帳】

請負者は、別紙「様式例４（工事担当技術者）」を追加して施工体制台帳を作成し工事現場

に備えるとともに、監督職員に提出するものとする。なお、様式には監理技術者、主任技術

者（下請負を含む）及び元請負の専門技術者（専任している場合のみ）の顔写真、氏名、生

年月日、所属会社名を記載するものとする。

【現場の管理】（必要に応じ記載）

請負者は、監理技術者、主任技術者（下請負を含む）及び元請負の専門技術者（専任して

いる場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入

った名札を着用させるものとする。

＜名札の例＞

監理（主任）技術者

氏名 ○○ ○○

工事名 ○○改良工事

写真 工期 自○○年○○月○○日

至○○年○○月○○日

２ cm ×３ cm
程 度 会社 ◇◇建設株式会社

印

注１）用紙の大きさは名刺サイズ以上とする。

注２）所属会社の社印とする。



【施工体制台帳および施工体系図】

施工体制台帳及び施工体系図は、建設工事の下請契約の請負代金の総額が 3,000 万円（ただ

し、建築一式工事の場合は 4,500 万円）以上となった場合には公共、民間を問わず必ず作成し

なければなりません。施工体制台帳は、請け負った建設工事の目的物を発注者に引き渡すま

での期間工事現場ごとに備え置かなければなりませんし、施工体系図はその期間中当該工事

現場の見やすい場所に掲示する必要があります。

加えて、入札契約適正化法の規定により公共工事においては、施工体制台帳の写しを発注

者へ提出するとともに、施工体系図を当該工事現場の工事関係者が見やすい場所及び公衆の

見やすい場所に掲示しなければなりません。

施工体制台帳は、所定の記載事項と添付書類から成り立っていますので、「元請業者と一次

下請業者の記載事項と添付書類」と「再下請通知の記載事項と添付書類」を併せた全体で、

施工体制台帳となります。また、平成 13 年 10 月１日から公共工事に係る施工体制台帳につい

ては二次以下の下請契約についても請負代金の額を明示した請負契約書を添付することとさ

れ、施工体制台帳の拡充が図られることとなったところです。



様式-6(1)
《参　考》 年月日：

自

至

（記入要領） 1

2

3

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを
添付することにより記載を省略することができる。

監理技術者の配置状況について「専任・非専任」のいづれかに○印を付けること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事
を施工するために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資
格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)

専　門
技術者名

資格内容

担　当
工事内容

専　門
技術者名

資格内容

担　当
工事内容

監　理
技術者名

資格内容

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

監督員名
権限及び意見

申出方法

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

名　　　称

工　期

契　約
営業所

区分

元請契約

下請契約

住　　　所

第

第 号

契約日

建設業の
許　可

許可業種

工事業

工事業

発注者名
及　び
住　所

〒

工事名称
及　び

工事内容

施工体制台帳　様式例-1

施　工　体　制　台　帳

[ 会 社 名 ]

[事業所名]

許可番号

号

許可（更新）年月日

大臣 特定

知事 一般

大臣 特定

知事 一般

専任

非専任



様式-6(2)
《参　考》

<<下請負人に関する事項>>

－ － ）

自

至

施工体制台帳　様式例-2

会社名 代表社名

住　　所
電話番号

〒

（TEL

契約日

許可番号 許可（更新）年月日

第 号

工事名称
及び

工事内容

工　期

第 号

現場代理人名

権限及び
意見申出方法

※主任技術者名

建設業の
許　可

許可業種

工事業

工事業

雇用管理責任者名

安全衛生責任者名

安全衛生推進者名

資 格 内 容

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・非専
    任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施工
    の場合等でその工事に含まれる専門工事を施
    工するために必要な主任技術者を記載する。
    (一式工事の主任技術者が専門工事の主任技
    術者としての資格を有する場合は専門技術者
    を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の専門
    技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記
    載する。

※専門技術者名

資 格 内 容

担当工事内容

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
     記入する)
     (1)経験年数による場合
        1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
        2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
        3)その他           10年以上の実務経験
     (2)資格等による場合
        1)建設業法「技術検定」
        2)建設業法「建築士試験」
        3)技術士法「技術士試験」
        4)電気工事士法「電気工事士試験」
        5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
        6)消防法「消防設備士試験」
        7)職業能力開発促進法「技能検定」

大臣 特定

知事 一般

大臣 特定

知事 一般

専任

非専任



様式-6(3)
《参　考》

自

至

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

工
事

～ ～ ～

～ ～ ～ ～

～ ～ ～ ～

～ ～ ～ ～

工 事 内 容

担当工事
内容

担当工事
内容

専門技術者

工期

施工体制台帳　様式例-3

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

主任技術者 主任技術者

安全衛生責任者

工 事 内 容

会　社　名

担当工事
内容

専門技術者

主任技術者

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

主任技術者

安全衛生責任者

担当工事
内容

工期

専門技術者

工期

担当工事
内容

会　社　名

工 事 内 容

専門技術者

工期

担当工事
内容

会　社　名

工 事 内 容

担当工事
内容

会　社　名

主任技術者

主任技術者

安全衛生責任者

安全衛生責任者

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

専門技術者

会　社　名

工 事 内 容

工 事 内 容

安全衛生責任者

専門技術者

安全衛生責任者

工期

専門技術者

会　社　名

専門技術者

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

主任技術者

工 事 内 容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工 事 内 容

安全衛生責任者

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

専門技術者

主任技術者

工期

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

工期

専門技術者

専門技術者名

専門技術者名

担当工事内容

担当工事内容

副　会　長

発 注 者 名

工 事 名 称

元 請 名

監 督 員 名

監理技術者名

担当工事
内容

工期

主任技術者

専門技術者

担当工事
内容

工期

主任技術者

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

専門技術者

担当工事
内容

工期

担当工事
内容

主任技術者

専門技術者

工期

担当工事
内容

工期

会　社　名

工期

担当工事
内容

工期

担当工事
内容

会　社　名

工 事 内 容

安全衛生責任者

工期

主任技術者

～

担当工事
内容

工期

書　　　記

工期

担当工事
内容

会　社　名

主任技術者

会　　　長
総括安全衛生責任者

元方安全衛生管理者



様式－6(4)
≪ 参　　考 ≫

工事担当技術者台帳

元請会社名
監理技術者名

生年月日

【注意事項】

※ 添付する写真は、

縦　　3ｃｍ

横　　2.5ｃｍ

程度の大きさとし、

顔が判別できるものとする。

※ 番号は、施工体系図の番号

とする。

※ 本様式は、２部作成し、

１部保管し、１部提出する。

ただし、カラーコピーもしくは

デジタルカメラ写真を印刷し

たものを提出してもよい。

【写真添付欄】 【写真添付欄】 【写真添付欄】

【写真添付欄】 【写真添付欄】

主任技術者名

生年月日
・

会社名

【写真添付欄】
【写真添付欄】 【写真添付欄】

会社名
主任技術者名

生年月日

施工体制台帳　様式例－４（工事担当技術者）

・

会社名
主任技術者名

生年月日

会社名
主任技術者名

生年月日
・

生年月日

会社名

【写真添付欄】

・

主任技術者名

【写真添付欄】

・

会社名

主任技術者名

【写真添付欄】

生年月日
・

会社名

・

会社名
主任技術者名

生年月日

主任技術者名

生年月日

会社名

・

【写真添付欄】

主任技術者名

生年月日
・

会社名
主任技術者名

生年月日

生年月日
・

会社名

会社名

・

主任技術者名

生年月日

【写真添付欄】

・

主任技術者名

専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任

専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任

専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任 専任 非専任




